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平成１５年３月期   中間決算短信（連結）     平成 14 年 11 月 22 日 
 

上 場 会 社 名 株 式 会 社  千 葉 銀 行  上 場 取 引 所 東 証    

コ ー ド 番 号 8 3 3 1  本 社 所 在 都 道 府 県 千 葉 県 
（ＵＲＬ  http://www.chibabank.co.jp/） 

代 表 者 役職名 取 締 役 頭 取 氏 名 早 川  恒 雄  

問合せ先責任者 役職名 経営企画部長 氏 名 佐 久 間  英 利 ＴＥＬ（043）245-1111（大代表）

中間決算取締役会開催日 平成 14 年 11 月 22 日   

米国会計基準採用の有無 無    

 

1. 14 年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1 日～平成 14 年 9月 30 日） 
(1) 連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経  常  収  益 経 常  利  益 中間（当期）純利益 

 

14 年 9 月中間期 

13 年 9 月中間期 

百万円 

104,961 

109,931 

％ 

 （△  4.5）

 （△ 10.0）

百万円 

15,127 

10,626 

％ 

（  42.4）

（△ 15.5）

百万円 

9,165 

5,938 

％ 

（  54.3）

（△ 22.7）

1 4 年 3 月 期 210,408  △ 44,672  △ 25,420  

 

 
１ 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株当たり中間（当期）純利益 

 

14 年 9 月中間期 

13 年 9 月中間期 

 円 

10 

7 

銭 

89 

5 

 円 

－ 

－ 

銭 

－ 

－ 

1 4 年 3 月 期 △ 30 18 － － 

(注) ①持分法投資損益 14 年 9 月中間期  35 百万円  13 年 9 月中間期  53 百万円   14 年 3 月期  92 百万円 

②期中平均株式数(連結) 14年9月中間期 841,637,709株  13年 9月中間期 842,200,221株  14年3月期 842,176,491株 

③会計処理の方法の変更  無 

④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１ 株 当 た り 

株 主 資 本 

連結自己資本比率 

（ 国 際 統 一 基 準 ） 

 

14 年 9 月中間期 

13 年 9 月中間期 

百万円 

8,027,253 

7,945,182 

百万円 

342,649 

364,322 

％ 

4.3 

4.6 

円 

407 

432 

銭 

14 

58 

％ 

(速報値)10.57 

   10.31 

1 4 年 3 月 期 8,145,849 334,967 4.1 397 77 10.22 

(注) 期末発行済株式数(連結) 14年9月中間期 841,598,427株  13年 9月中間期 842,200,952株  14年3月期 842,113,941株 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 

14 年 9 月中間期 

13 年 9 月中間期 

百万円 

△ 218,038 

△ 4,720 

百万円 

222,527 

14,808 

百万円 

△ 5,173 

△ 19,183 

百万円 

276,685 

146,943 

1 4 年 3 月 期 104,123 38,507 △ 21,326 277,423 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  14 社   持分法適用非連結子会社数  4 社   持分法適用関連会社数  0 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）  2 社 （除外）  0 社   持分法（新規）  0 社 （除外）  3 社 

 

1. 15 年 3月期の連結業績予想（平成 14年 4月 1 日～平成 15 年 3月 31 日） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

通 期 
百万円 

205,000 
百万円 

27,000 
百万円 

17,500 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 20 円 79 銭 

(注)上記の業績予想に関連する事項については、添付資料の 5頁をご参照下さい。 
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企業集団の状況 
 
 
１.事業の内容 

 
当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社１８社で構成され、銀行業務を中心に、

証券業務、リース業務などの金融サービスを提供しております。 
 
 
２ .事業系統図  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、ちばぎんジェーシービーカード株式会社及びちばぎんディーシーカード

株式会社は、当中間連結会計期間から連結しております。 
また、CHIBA INTERNATIONAL LTD.（ﾁﾊﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社）は、清
算手続中であります。

本店ほか国内支店 142 

出張所 13 特別出張所 6 両替出張所 2 
海外支店3 海外駐在員事務所2 
 
 
 
株式会社総 武 

ちばぎんキャッシュビジネス株式会社 

ちばぎんアカウンティングサービス株式会社 

ちばぎんビジネスサービス株式会社 

ちばぎん総合管理株式会社 

ちばぎんローンビジネスサポート株式会社 

ちば債権回収株式会社 

ちばぎん保証株式会社 

Chiba Capital Funding（Cayman）Ltd. 

主に銀行業に係わる業務を行っている子会社 

 

中央証券株式会社 

CHIBA INTERNATIONAL LTD. 

ちばぎんリース株式会社 

ちばぎんジェーシービーカード株式会社 

ちばぎんディーシーカード株式会社 

ちばぎんコンピューターサービス株式会社 

ちばぎんキャピタル株式会社 

ちばぎんアセットマネジメント株式会社 

株式会社ちばぎん総合研究所 

そ の 他 業 務

銀 行 業 務

 

千 

葉 

銀 
行 

お客様に対し総合金融サービスを提供している子会社 
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経  営  方  針 
 

１.  経営の基本方針 

当行は、千葉県を主要な地盤とする地域金融機関として、「地域のお客様のニーズに

お応えし、地域の発展に貢献する」という役割・使命を果しております。今後ともこの

姿勢を堅持し、当行グループ全社が一体となって、質の高い金融商品・サービスを提供

するなど、お客様ご満足度の向上につながる諸活動を展開してまいりますとともに、地

域社会の発展に貢献してまいります。これらを通じまして、株主の皆様や市場からも高

く評価されるよう心がけてまいります。 

 
２.  利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、銀行業の公共性に鑑み、健全経営を確保するため、内部留

保の充実を図りますとともに、安定的な配当を継続することを基本方針としております。

この方針に従い、中間配当金につきましては、1 株あたり 2 円 50 銭といたしました。 

 

３.  中期的な経営戦略 

当行では、平成１５年３月末を期限とした中期経営計画｢A・C・T(アクト)2003｣を策定

し、役職員一丸となり諸施策を推進しております。本計画では、経営環境の変化を積極

的に捉え、お客様からの圧倒的信頼・支持を得る ｢最も質の高い『地域の総合金融サー

ビスグループ』｣の実現を基本方針とし、以下の経営課題に取り組んでいます。 

(1)目標とする経営指標 

当行では、中期経営計画の計画最終年度である本年度末までに、｢業務純益(一般

貸倒引当金繰入前)800 億円以上｣、｢自己資本比率 10%以上｣、｢OHR50%以下 ｣等を達

成することを目標としております。 

(2)経営課題 

①強固な財務基盤の早期確立 

主たる地盤である千葉県内の中堅・中小企業向け貸出や個人向けローンを中

心とした運用力の強化、個人預金の仕組み作りなどによる安定的な調達基盤の

確立、新規業務への取り組みなどによる手数料収益の増強、経営改善に向け努

力している企業への経営支援や不良債権の適切な処理による資産の健全化、な

らびに業務の合理化・効率化による経費削減に取り組み、収益力をさらに向上

させ、財務基盤をより強固なものとしてまいります。  
②顧客基盤の強化・拡大  
「アイワイバンク銀行」と「Ｅ－ｎｅｔ」との提携などにより、ＡＴＭ網の

拡大を進めてまいりますほか、インターネットをはじめとする新しいチャネルの

充実や、新商品・サービスなどの提供によってお客様の利便性を高め、お客様

ご満足度のさらなる向上に努めてまいります。  
③経営システムの革新  
市場規律と自己責任原則に基づく経営を進めるため、リスク・収益管理体制、

コンプライアンス体制を強化するとともに、グループ総合力を発揮してグルー

プ全体での収益力を強化・拡大してまいります。  
(3)組織 

本年６月、市場営業部門及び国際業務部門を強化するため、両部門のフロント業

務を市場営業部に統合し、また、フロント部門に対する牽制機能の強化と業務の

厳正化を図るため、両部門の事務・管理部門を統合して「市場業務部」を新設い

たしました。これに伴い、「国際部」及び「市場営業部『業務管理室』」を廃止

いたしました。  
(4)新商品・サービスの開発 

当行では引き続き新商品の開発やサービスの拡大に取り組んでおります。  
当中間期には、住宅ローンの新商品として、住宅金融公庫との協調融資商品「ち

ばぎん『すまい・るパッケージ』」の取扱いを開始いたしました。また、低金利

下の資金運用ニーズにお応えするため、投資信託では、リスク限定型の当行専用

商品「ＣＡちばぎん９０％返還確保額付日本株式ファンド『愛称：ひまわり畑』」

の販売を開始いたしましたほか、２銘柄を追加し取扱銘柄を計２６本といたしま

した。
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一方、法人向けのＥＢサービスでは、銀行振込により販売代金を回収している企

業の入金照合事務の負担を軽減する「ちばぎん振込入金照合サービス＜消込マス

ター＞」の取扱いを開始いたしました。  
インターネットを活用したサービスといたしましては、お客様のご指定の場所・

日時に外貨キャッシュ、トラベラーズチェックをお届けする「外貨宅配サービス」

の取扱いを開始いたしましたほか、法人のお客さま向けの経営支援サービスとし

て「ビジネス＠ちばぎん」を開設いたしました。  
 
４ .  対処すべき課題  
本年４月から、固定性預金のペイオフが解禁され、お客様によるお取引金融機関選別

の動きは一段と加速しています。当行は、財務基盤を強固にしてまいりますとともに、

投資信託や保険といったお取り扱い業務を拡充してまいりますほか、インターネットを

はじめとする新しいチャネルを強化してお客様の利便性の向上に努めるなど、ご提供す

る金融商品・サービスを従来以上に充実させ、お客様から選ばれる銀行を目指してまい

ります。  
また、地域経済・社会の持続的な発展のために、成長段階に応じた資金調達手段の提

供などベンチャー型企業育成に努めてまいりますほか、財務面で一時的に困難な状況に

ありますものの、経営の健全化に向け努力している企業に対する経営支援も積極的に行

ってまいります。  
あわせまして、信用リスク管理、市場リスク管理など、リスク管理の高度化、業務の

合理化・効率化による経費削減を一段と進め、経営基盤を確固たるものとするとともに、

収益力の向上に努めてまいります。同時に、コーポレートガバナンスの強化も重要な課

題と認識しており、経営の透明性・公平性を確保するため最適な企業統治体制を構築す

るべく必要な対策を講じてまいります。加えて株主・投資家の皆様に対する積極的な IR
活動を継続してまいります。  
以上の取組のもと、お客様からこれまで以上のご信頼・ご支持をいただけますよう、

当行グループでは一致結束して、中期経営計画｢A・C・T2003｣に掲げた諸施策を着実に
実行してまいる所存でございます。  
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経  営  成  績 
 

１ .  経営成績  
(1)当中間期の概況 

当行グループでは、総力を挙げて経営基盤の拡充と総合金融サービスの充実に努

力いたしました結果、当中間連結会計期間の業績につきましては以下のとおりと

なりました。  
損益面について申し上げますと、経常収益は、資金の効率的な運用に努めました

ものの、法人の資金需要が低迷し総貸出金が減少したこと等により前中間期比 49
億 69 百万円減少し 1 ,049 億 61 百万円となりました。一方、経常費用は、調達コ
ストが減少しましたほか、経費の削減など経営全般にわたる合理化を進めました

ことから、前中間期比 94 億 70 百万円減少し 898 億 34 百万円となりました。こ
の結果、経常利益は前中間期比 45 億円増加して 151 億 27 百万円となりました。
また、中間純利益は前中間期比 32 億 26 百万円増加し 91 億 65 百万円となり、 1
株当たり中間純利益は 10 円 89 銭となりました。なお、償却・引当につきまして
は、資産の自己査定に基づいて厳格に実施しております。また、有価証券の減損

処理は、期末時価が簿価に対し 50%以上下落した銘柄全てと、 30～ 50%下落し株
価回復の可能性がないと判断される銘柄について行うなど、厳正な対応をとって

おります。  
(2)業績見通し 

当行グループの平成 15 年 3 月期の業績見通しは、経常収益 2,050 億円、経常利
益 270 億円、当期純利益 175 億円を見込んでおります。  
また、当行単体の業績見通しは、経常収益 1,800 億円、経常利益 300 億円、当期
純利益 180 億円を見込んでおります。  
※ 上記の業績予想は、当中間期の実績及び現在当行が入手している情報に基づい
て行った判断、評価、事実認識に基づいて算定しております。実際の業績は、

今後想定される様々な要因（国内外の経済、株式市場等の状況変化）によって

異なる結果となる可能性があります。  
 

２ .  財政状態  
主要勘定の動きは、次のとおりとなりました。  
預金は、個人預金が家計に密着した営業活動を展開してまいりましたことなどから前

期末比 336 億円増加しましたものの、公金預金が減少したことなどにより、中間期末残
高は前期末比 741 億円減少し、7 兆１ , 224 億円となりました。貸出金は、引き続き個人
のお客様の様々な資金ニーズにお応えしてまいりましたことにより、住宅ローンは前期

末比 411 億円増加しましたが、デフレ基調が続くなかで法人のお取引先の資金需要は盛
り上がりに欠けたため、中間期末残高は前期末比 701 億円減少し、5 兆 6,820 億円となり
ました。有価証券は、中間期末残高は前期末比 2,240 億円減少し、1 兆 1,826 億円とな
りました。  
総資産の中間期末残高は、前期末比 1,185 億円減少し、 8 兆 272 億円となりました。  
国際統一基準による自己資本比率は、前期末に比べ 0 .35 ポイント上昇し、10.57％と
なりました。  
連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローがコー

ルローン等の増加などにより 2,180 億円のマイナス、投資活動のキャッシュ・フローは
有価証券の売却・償還などにより 2,225 億円のプラスとなりました。また、財務活動に
よるキャッシュ・フローは劣後借入金の返済などにより 51 億円のマイナスとなりまし
た。以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前期末比 7 億円減少し、2 ,766
億円となりました。  
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中  間  連  結  貸  借  対  照  表 
（単位：百万円） 

科 目 
平 成 1 4 年 

中 間 期 末 ( Ａ ) 

平 成 1 3 年 

中 間 期 末 ( Ｂ ) 
比 較 
( Ａ － Ｂ ) 

平 成 1 3 年 度 末 

(Ｃ) 
比 較 
( Ａ － Ｃ ) 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金 

コールローン及び買入手形 

債券貸借取引支払保証金 

買 入 金 銭 債 権 

特 定 取 引 資 産 

金 銭 の 信 託 

有 価 証 券 

貸 出 金 

外 国 為 替 

そ の 他 資 産 

動 産 不 動 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

３００，０４５ 

３９７，０００ 

２８，７３９ 

５９９ 

２１１，７７５ 

１７，５１６ 

１，１８２，６２６ 

５，６８２，０４１ 

２，０３０ 

１００，９６７ 

１１２，７５６ 

１１１，４７３ 

１１５，９２９ 

△２３６，２４９ 

 

１５７，４００ 

９０，０００ 

－ 

３７３ 

１９８，８６２ 

１０，９８７ 

１，４５５，４７２ 

５，７１７，１４３ 

２，２９８ 

１７２，９７７ 

１１５，６３６ 

９７，５０３ 

１３０，７９７ 

△２０４，２７０ 

 

１４２，６４４ 

３０７，０００ 

２８，７３９ 

２２６ 

１２，９１３ 

６，５２９ 

△２７２，８４５ 

△３５，１０２ 

△２６７ 

△７２，０１０ 

△２，８８０ 

１３，９７０ 

△１４，８６８ 

△３１，９７８ 

 

２８３，２９８ 

１４７，０００ 

－ 

４１３ 

２３３，７１０ 

１４，２８４ 

１，４０６，７０６ 

５，７５２，２０６ 

２，１３１ 

１７３，７５１ 

１１６，０９２ 

１１６，８５２ 

１２８，０８３ 

△２２８，６８２ 

 

１６，７４６ 

２５０，０００ 

２８，７３９ 

１８６ 

△２１，９３５ 

３，２３２ 

△２２４，０８０ 

△７０，１６５ 

△１００ 

△７２，７８３ 

△３，３３６ 

△５，３７９ 

△１２，１５４ 

△７，５６６ 

資 産 の 部 合 計 ８，０２７，２５３ ７，９４５，１８２ ８２，０７０ ８，１４５，８４９ △１１８，５９５ 

（ 負 債 の 部 ） 

預 金 

譲 渡 性 預 金 

コールマネー及び売渡手形 

売 現 先 勘 定 

債券貸借取引受入担保金 

特 定 取 引 負 債 

借 用 金 

外 国 為 替 

社 債 

そ の 他 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

債 権 売 却 損 失 引 当 金 

特 別 法 上 の 引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

再評価に係る繰延税金負債 

連 結 調 整 勘 定 

支 払 承 諾 

 

７，１２２，４３０ 

７８，９５０ 

６，９３９ 

８，９９９ 

４７，０１４ 

１２，１８８ 

１０７，６８１ 

５０５ 

４５，５００ 

８０，５７１ 

２６，６０９ 

１４，１９８ 

７１ 

１２ 

８，９８１ 

４１９ 

１１５，９２９ 

 

６，９１２，２６１ 

９７，０２０ 

１８，０２９ 

－ 

－ 

４，４５３ 

１２０，９１９ 

３１２ 

４５，５００ 

１８５，４９８ 

２２，８８７ 

２３，５２１ 

７０ 

２０ 

９，３８９ 

１，２３８ 

１３０，７９７ 

 

２１０，１６９ 

△１８，０６９ 

△１１，０９０ 

８，９９９ 

４７，０１４ 

７，７３５ 

△１３，２３８ 

１９２ 

－ 

△１０４，９２７ 

３，７２１ 

△９，３２２ 

１ 

△７ 

△４０８ 

△８１９ 

△１４，８６８ 

 

７，１９６，５６８ 

５３，２６２ 

２０，１２０ 

－ 

－ 

７，６８５ 

１１５，７７３ 

３５０ 

４５，５００ 

１８２，１５３ 

２４，３５０ 

１８，４６０ 

７１ 

１３ 

９，３８９ 

８２９ 

１２８，０８３ 

 

△７４，１３８ 

２５，６８８ 

△１３，１８１ 

８，９９９ 

４７，０１４ 

４，５０２ 

△８，０９１ 

１５５ 

－ 

△１０１，５８１ 

２，２５９ 

△４，２６１ 

－ 

△１ 

△４０８ 

△４０９ 

△１２，１５４ 

負 債 の 部 合 計 ７，６７７，００４ ７，５７１，９２０ １０５，０８４ ７，８０２，６１１ △１２５，６０７ 

（ 少 数 株 主 持 分 ） 
少 数 株 主 持 分 ７，５９９ ８，９４０ △１，３４１ ８，２６９ △６７０ 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

 

１２１，０１９ 

９８，１７８ 

１０６，９３０ 

１２，７６４ 

４，９５６ 

５０１ 

△１，７０１ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資 本 の 部 合 計 ３４２，６４９ － － － － 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

再 評 価 差 額 金 

連 結 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

計 

自 己 株 式 

子会社の所有する親会社株式 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１２１，０１９ 

９８，１７８ 

１３，３４４ 

１３２，１１８ 

１，０５９ 

４３ 

３６５，７６３ 

△１ 

△１，４３９ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１２１，０１９ 

９８，１７８ 

１３，３４４ 

９８，６５３ 

４，８８２ 

３６８ 

３３６，４４６ 

△３９ 

△１，４３９ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資 本 の 部 合 計 － ３６４，３２２ － ３３４，９６７ － 

負債、少数株主持分及び 
資 本 の 部 合 計 

８，０２７，２５３ ７，９４５，１８２ ８２，０７０ ８，１４５，８４９ △１１８，５９５ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



株式会社 千 葉 銀 行  

 

 －7－

 
 

中  間  連  結  損  益  計  算  書 
 
 

（単位：百万円） 

科            目 
平 成 1 4 年 
中 間 期 ( Ａ ) 

平 成 1 3 年 
中 間 期 ( Ｂ ) 

比 較 
(Ａ－Ｂ) 

平 成 1 3 年 度 
( 要 約 ) 

経 常 収 益 １０４，９６１ １０９，９３１ △４，９６９ ２１０，４０８ 

資 金 運 用 収 益 

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

役 務 取 引 等 収 益 

特 定 取 引 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

７２，７１４ 

（６２，６１９）

（８，６３２）

１５，２１２ 

４９０ 

３，６８４ 

１２，８５８ 

８１，９３７ 

（６６，９８４）

（１０，１５６）

１２，４１２ 

２６８ 

１，６００ 

１３，７１１ 

△９，２２２ 

（△４，３６４） 

（△１，５２４） 

２，８００ 

２２２ 

２，０８４ 

△８５３ 

１５７，１４９ 

（１３０，８４５） 

（１９，７７３） 

２４，９８１ 

８９７ 

３，２２７ 

２４，１５２ 

経 常 費 用 ８９，８３４ ９９，３０４ △９，４７０ ２５５，０８０ 

資 金 調 達 費 用 

（ う ち 預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

７，９０３ 

（２，９７６）

４，８８５ 

３４９ 

４０，７２５ 

３５，９７０ 

１６，４７４ 

（８，６１３）

４，０２０ 

１４７ 

４１，１６５ 

３７，４９５ 

△８，５７１ 

（△５，６３７） 

８６４ 

２０１ 

△４３９ 

△１，５２５ 

２７，３７８ 

（１４，２１９） 

８，１９０ 

５７ 

８２，６０４ 

１３６，８４９ 

経 常 利 益 
（ △ 印 は 損 失 ） １５，１２７ １０，６２６ ４，５００ △４４，６７２ 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

２８ 

３５７ 

１ 

１９２ 

２６ 

１６５ 

１２５ 

９８４ 

税 金 等 調 整 前 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
（ △ 印 は 損 失 ） 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 損 失 

１４，７９８ 

 

４１０ 

５，８４３ 

６２０ 

１０，４３６ 

 

３，１９０ 

１，５０９ 

２０１ 

４，３６２ 

 

△２，７７９ 

４，３３３ 

４１８ 

△４５，５３１ 

 

１，３４２ 

△２０，５６３ 

８８９ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
（ △ 印 は 損 失 ） 

９，１６５ ５，９３８ ３，２２６ △２５，４２０ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



株式会社 千 葉 銀 行  

 

 －8－

 
 

中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書 
 

（単位：百万円） 

科            目 
平 成 1 4 年 
中 間 期 ( Ａ ) 

平 成 1 3 年 
中 間 期 ( Ｂ ) 

比 較 
(Ａ－Ｂ) 

平 成 1 3 年 度 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

資 本 剰 余 金 減 少 高 

資本剰余金中間期末(期末)残高 

 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

連結範囲の変更に伴う剰余金増加高 

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 に 伴 う 
剰 余 金 増 加 高 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

利益剰余金中間期末(期末)残高 

 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 

連 結 剰 余 金 増 加 高 

再 評 価差額金取崩に伴う 

剰 余 金 増 加 高 

連 結 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

（ △ 印 は 損 失 ） 

連結剰余金中間期末（期末）残高 

９８，１７８ 

－ 

－ 

９８，１７８ 

９８，６５３ 

１０，３７６ 

６３１ 

５８０ 

９，１６５ 

２，０９９ 

２，０９９ 

１０６，９３０ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１２８，３２４ 

１ 

１ 

２，１４５ 

２，１０５ 

４０ 

５，９３８ 

１３２，１１８ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１２８，３２４ 

１ 

１ 

４，２５０ 

４，２１０ 

４０ 

△２５，４２０ 

９８，６５３ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



株式会社 千 葉 銀 行  

 

 －9－

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
（単位：百万円） 

科            目 
平 成 1 4 年 
中 間 期 ( Ａ ) 

平 成 1 3 年 
中 間 期 ( Ｂ ) 

比 較 
(Ａ－Ｂ) 平 成 1 3 年 度 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間（当期）純利益 
( △ 印 は 損 失 ) 

減価償却費 

連結調整勘定償却額 

持分法による投資損益（△） 

貸倒引当金の増加額 

投資損失引当金の増加額 

債権売却損失引当金の増加額 

退職給付引当金の増加額 

資金運用収益 

資金調達費用 

有価証券関係損益（△） 

金銭の信託の運用損益（△） 

為替差損益（△） 

動産不動産処分損益（△） 

特定取引資産の純増（△）減 

特定取引負債の純増減（△） 

貸出金の純増（△）減 

預金の純増減（△） 

譲渡性預金の純増減（△） 

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 

コールローン等の純増（△）減 

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 

コールマネー等の純増減（△） 

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 

債券貸付取引担保金の純増減(△) 

外国為替（資産）の純増（△）減 

外国為替（負債）の純増減（△） 

資金運用による収入 

資金調達による支出 

その他 

小    計 

法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

１４，７９８ 
 

２，５９７ 

△４０９ 

△３５ 

３，５８９ 

－ 

△４，２６１ 

２，２２０ 

△７２，７１４ 

７，９０３ 

△１，６２６ 

６７ 

５５ 

３５６ 

２１，９３５ 

４，５０２ 

６７，１９７ 

△７４，０２１ 

２５，６８８ 

△５，０９１ 

△１７，５１３ 

△２５０，１８６ 

１０，３７０ 

△４，１８１ 

△１０，５４０ 

－ 

１００ 

１５５ 

７５，５９４ 

△９，１０３ 

    △３，９７４ 

△２１６，５２５ 

    △１，５１３ 

△２１８，０３８ 

 

１０，４３６ 
 

２，２９０ 

△４０９ 

△５３ 

３，６０４ 

△２ 

△７，２４３ 

１，６０１ 

△８１，９３７ 

１６，４７４ 

６，３２０ 

６２ 

２１ 

１８２ 

６，９２７ 

△２７７ 

△１０８，４３１ 

１３２，６３３ 

△１０１，２１７ 

△４８ 

２０，９３０ 

４８，８５０ 

－ 

△１４２ 

－ 

△２５，３６９ 

△４ 

５３ 

８４，７５３ 

△１７，１９６ 

   ３，５３４ 

△３，６５２ 

  △１，０６８ 

△４，７２０ 

 

４，３６２ 
 

３０７ 

－ 

１８ 

△１５ 

２ 

２，９８２ 

６１９ 

９，２２２ 

△８，５７１ 

△７，９４７ 

４ 

３４ 

１７３ 

１５，００８ 

４，７８０ 

１７５，６２８ 

△２０６，６５４ 

１２６，９０５ 

△５，０４３ 

△３８，４４４ 

△２９９，０３７ 

１０，３７０ 

△４，０３９ 

△１０，５４０ 

２５，３６９ 

１０５ 

１０１ 

△９，１５８ 

８，０９２ 

  △７，５０９ 

△２１２，８７２ 

    △４４５ 

△２１３，３１７ 

 

△４５，５３１ 
 

５，０６９ 

△８１９ 

△９２ 

２８，０１６ 

△２ 

△１２，３０４ 

３，０６３ 

△１５７，１４９ 

２７，３７８ 

３０，２７２ 

△５１ 

△５８ 

８５１ 

△２７，９２１ 

２，９５４ 

△１４３，４９４ 

４１６，９４１ 

△１４４，９７４ 

△５，１９４ 

２５，６１０ 

△８，１８８ 

－ 

１，９４９ 

－ 

２１，７２５ 

１６２ 

９０ 

１６２，９６７ 

△３０，３９７ 

 △４６，５４８ 

１０４，３２５ 

    △２０２ 

１０４，１２３ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有価証券の取得による支出 

有価証券の売却による収入 

有価証券の償還による収入 

金銭の信託の増加による支出 

金銭の信託の減少による収入 

動産不動産の取得による支出 

動産不動産の売却による収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

△３２５，１７３ 

２９８，９６９ 

２５１，２９８ 

△１５，９４２ 

１２，１９４ 

△１，６２３ 

   ２，８０４ 

２２２，５２７ 

 

△６２４，９２６ 

１１０，４２７ 

５２４，８２８ 

△１２，４６５ 

１８，５７９ 

△２，０７３ 

     ４３７ 

１４，８０８ 

 

２９９，７５３ 

１８８，５４１ 

△２７３，５２９ 

△３，４７７ 

△６，３８５ 

４５０ 

   ２，３６６ 

２０７，７１９ 

 

△９９８，２６３ 

１８３，２７９ 

８５６，０５１ 

△３１，６３７ 

３４，６１４ 

△７，７６５ 

   ２，２２８ 

３８，５０７ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

劣後特約付借入金の返済による支出 

配当金支払額 

少数株主への配当金支払額 

自己株式の取得による支出 

自己株式の売却による収入 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

△３，０００ 

△２，０９９ 

△４１ 

△３２ 

      －  

△５，１７３ 

 

△１７，０００ 

△２，１０５ 

△８２ 

－ 

       ４ 

△１９，１８３ 

 

１４，０００ 

５ 

４１ 

△３２ 

      △４ 

１４，００９ 

 

△１７，０００ 

△４，２１０ 

△８２ 

△８５ 

      ５３ 

△２１，３２６ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 

     △５５ 

△７４０ 

 ２７７，４２３ 

              ２ 

 ２７６，６８５ 

     △２１ 

△９，１１７ 

 １５６，０６０ 

      －  

 １４６，９４３ 

     △３４ 

８，３７７ 

 １２１，３６２ 

              ２ 

 １２９，７４２ 

      ５８ 

１２１，３６２ 

  １５６，０６０ 

      －  

 ２７７，４２３ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 

 
当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

 

(1)連結子会社            14 社 

会社名 

・ 株式会社総武 

・ ちばぎんキャッシュビジネス株式会社 

・ ちばぎんアカウンティングサービス株式会社 

・ ちばぎんビジネスサービス株式会社 

・ ちばぎん総合管理株式会社 

・ ちばぎんローンビジネスサポート株式会社 

・ ちば債権回収株式会社 

・ ＣＨＩＢＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＬＴＤ．（ﾁﾊﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会

社） 

・ Ｃｈｉｂａ Ｃａｐｉｔａｌ Ｆｕｎｄｉｎｇ（Cayman）Ｌｔｄ．（ﾁﾊﾞｷｬﾋﾟ

ﾀﾙﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ（ｹｲﾏﾝ）株式会社） 

・ ちばぎん保証株式会社 

・ ちばぎんジェーシービーカード株式会社 

・ ちばぎんリース株式会社 

・ ちばぎんディーシーカード株式会社 

・ 中央証券株式会社 

なお、ちばぎんジェーシービーカード株式会社及びちばぎんディーシーカード

株式会社は、当中間連結会計期間から連結しております。 

また、ＣＨＩＢＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＬＴＤ．（ﾁﾊﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会

社）は、清算手続中であります。 

(2)非連結子会社 

主要な会社名 

・ ちばぎんコンピューターサービス株式会社 

非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財

政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいた

め、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

 

(1)持分法適用の非連結子会社  4 社 

会社名 

・ ちばぎんコンピューターサービス株式会社 

・ ちばぎんキャピタル株式会社 

・ ちばぎんアセットマネジメント株式会社 

・ 株式会社ちばぎん総合研究所 

なお、前連結会計年度において持分法を適用しておりましたちばぎんファクター

株式会社は、平成 14 年 4 月１日付でちばぎん保証株式会社と合併いたしました。 

(2)持分法適用の関連会社                         該当ありません。 

(3)持分法非適用の非連結子会社及び関連会社       該当ありません。 

３．連結子会社の中間決

算日等に関する事項 

(1)連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。  

6 月末日       2 社 

9 月末日      12 社 

(2)連結子会社は、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結しております。 

中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引については必要

な調整を行っております。 
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当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

 

(1)特定取引資産･負債の評価基準及び収益･費用の計上基準 

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、

市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下｢特定取引目的｣）の取引につ

いては、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上｢特定取引資産｣及び｢特

定取引負債｣に計上するとともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上｢特

定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中

間連結決算日の時価により、スワップ･先物･オプション取引等の派生商品について

は中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受

払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計

期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中

間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えておりま

す。 

 (2)有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ)有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては、中間連

結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法によ

り行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理して

おります。 

(ﾛ)金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)及び

(2)(ｲ)と同じ方法により行っております。 

 (3)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行って

おります。 

 (4)減価償却の方法 

①動産不動産 

当行の動産不動産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分

し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物：6 年～50 年 

動産：2 年～20 年 

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として

定率法により償却しております。 

②ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間

（5 年）に基づく定額法により償却しております。 

 (5)貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び

貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会

報告第 4 号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒

実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権について 

は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債

権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。なお、特定海外債権につい

ては、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘

定として引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っております。 
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当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

 連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して

必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

 (6)退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理

方法は以下のとおりであります。 

数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10 年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理。なお、一部の連結子会社は発生連結会計

年度で一括費用処理しております。 

会計基準変更時差異（20,385 百万円）については、5 年による按分額を費用処理

することとし、当中間連結会計期間においては同按分額に 12 分の 6 を乗じた額を

計上しております。 

 (7)債権売却損失引当金の計上基準 

（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権及び債権流動化により売却

した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積

もり、必要と認められる額を計上しております。 

 (8)特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、中央証券株式会社が計上した証券取引責任準備金であり、

次のとおり計上しております。 

証券取引責任準備金 

証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、証

券取引法第51条及び証券会社に関する内閣府令第35条に定めるところによ

り算出した額を計上しております。 

 (9)外貨建資産･負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、取得時の為替相場による

円換算額を付す子会社及び関連会社株式を除き、主として中間連結決算日の為替相

場による円換算額を付しております。 

連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場

により換算しております。 

 (10)リース取引の処理方法 

当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理によっております。 

 

 

(11)重要なヘッジ会計の方法 

当行のヘッジ会計の方法は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会

計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24 号）に

規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金

利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施し

ております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）に

定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計

処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内

にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金

利リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価

しております。 

なお、上記以外のヘッジ会計の方法として、個別ヘッジを実施しており、繰延ヘ

ッジ、あるいは金利スワップの特例処理による会計処理を行っております。 

 (12)消費税等の会計処理 

当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 



株式会社 千 葉 銀 行  

 

 －13－

 
当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

 

(13)税効果会計に関する事項 

中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、国内連結子会社の決算

期において予定している利益処分方式による固定資産圧縮積立金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。 

５．中間連結キャッシ

ュ･フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表

上の｢現金預け金｣のうち現金及び日本銀行への預け金であります。 

 
表示方法の変更  

 
当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

（中間連結キャッシュ･フロー計算書） 

｢銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令｣（平成 14 年内閣府令第 63 号）により、銀行法施行規則別紙様

式が改正されたことに伴い、以下のとおり表示方法を変更しております。 

前中間連結会計期間において｢その他｣中の債券借入取引担保金の純増減、｢債券貸付取引担保金の純増減

（△）｣は、当中間連結会計期間から、それぞれ「債券貸借取引支払保証金の純増（△）減」、｢債券貸借取引

受入担保金の純増減（△）｣として記載しております。 

 
追加情報  

 
当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

（金融商品会計） 

(1)現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、当中間連結会計期間から｢買現先勘定｣及び｢売現先

勘定｣に資金取引として処理しております。なお、この変更に伴う特定取引資産への影響は軽微であります。 

(2)現金担保付債券貸借取引については、従来、現金を担保とする債券貸借取引として、担保金を「その他資産」

中債券借入取引担保金及び「その他負債」中債券貸付取引担保金で処理しておりましたが、当中間連結会計期

間から、｢金融商品会計に関する実務指針｣（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）に基づき、有

価証券を担保とする資金取引として｢債券貸借取引支払保証金｣及び｢債券貸借取引受入担保金｣で処理してお

ります。なお、この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「その他資産」は 28,739 百万円、｢その他

負債｣は47,014 百万円減少し、｢債券貸借取引支払保証金｣｢債券貸借取引受入担保金｣はそれぞれ同額増加して

おります。また、無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券及び現金担保付債券貸借取引により受

け入れている有価証券は、従来、｢その他資産｣中の保管有価証券等、｢その他負債｣中の借入商品債券及び借入

有価証券で処理しておりましたが、当中間連結会計期間から、｢金融商品会計に関する実務指針｣に基づき、注

記しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、｢その他資産｣、｢その他負債｣はそれぞれ

40,513 百万円減少しております。 

（外貨建取引等会計基準） 

当行は、従来、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い｣（日本公

認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）を適用しておりましたが、当中間連結会計期間から、｢銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

25 号）を適用しております。 

なお、当中間連結会計期間は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25 号に規定する経過措置を適用し、

｢資金関連スワップ取引｣については、従前の方法により処理しております。また、先物為替取引等に係る円換算

差金については、中間連結貸借対照表上、相殺表示しております。 

資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号に規定する経過措置に基

づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の中間連結決算日の為替相場による正味の円換算額を中間連結貸借対

照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為

替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により中間連結損益計算書に計上するとともに、中間連

結決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。 

なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達･運用を動機として行われ、当該資金の調達又は運

用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受けるべき

金額･期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取引であります。 
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当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計基準） 

当中間連結会計期間から、｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基準委員会平成

14 年 2 月 21 日）を適用しております。これによる当中間連結会計期間の資産及び資本に与える影響は軽微で

あります。 

なお、中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借

対照表の資本の部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則

により作成しております。 

（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間から｢1 株当たり当期純利益に関する会計基準｣（企業会計基準委員会平成 14 年 9 月 25

日）を適用しております。 

この結果、前中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年度に係る連結財務諸表において採

用していた方法により算定した、当中間連結会計期間の１株当たり中間純利益は 10 円 91 銭、１株当たり純資

産額は 407 円 8 銭であります。 

 
 

注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

（ 平成 14 年 9 月 30 日現在） 

１．有価証券には、非連結子会社株式1,021 百万円を含んでおります。 

２．無担保の消費貸借契約により借り入れている有価証券及び現金担保付債券貸借取引により受け入れている

有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、当中間連結

会計期間末に当該処分をせずに所有しているものは31,096 百万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は60,476 百万円、延滞債権額は262,439 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、3 カ月以上延滞債権額は14,906 百万円であります。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3 月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は204,665 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 542,487 百万円で

あります。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた

商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有し

ておりますが、その額面金額は63,516 百万円であります。 
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当 中 間 連 結 会 計 期 間 末 

（ 平成 14 年 9 月 30 日現在） 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

 有価証券 249,178 百万円 

        特定取引資産                             8,999 百万円 

        現金預け金                                  40 百万円 

        その他資産                              25,924 百万円 

担保資産に対応する債務 

 預金 16,081 百万円 

        売現先勘定                               8,999 百万円 

        債券貸借取引受入担保金                  47,014 百万円 

        借用金                                  24,952 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券108,261 百万円を

差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は6,844 百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は144 百万円で

あります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,529,315 百万円であります。このうち原契約期間が１年

以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが1,515,099 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多

くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込み

を受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時

において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

この他に、総合口座取引における当座貸越未実行残高が937,372 百万円あります。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
再評価を行った年月日       平成 10 年 3 月 31 日 
同法律第 3 条第 3 項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日

公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める地価税法（平

成 3 年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の課税価

格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税

庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づ

いて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正

等により合理的な調整を行って算出 

11．動産不動産の減価償却累計額      92,745 百万円 

12．借用金には、他の債務より債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金72,000 百万円

が含まれております。 

13．社債は、劣後特約付社債であります。 

 
（中間連結損益計算書関係） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月１日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

その他経常費用には、貸倒引当金繰入額20,431 百万円、株式等償却 3,404 百万円、退職給付会計導入に伴う

会計基準変更時差異の費用処理額 2,038 百万円を含んでおります。 
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（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 
当 中 間 連 結 会 計 期 間 

（自 平成 14 年 4 月１日 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

 
 

セグメント情報  
 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

当中間連結会計期間（自 平成14 年4 月1 日 至 平成14 年9 月30 日） （単位：百万円） 

 
銀 行 業 務 

そ の 他 

業 務 
計 

消 去 

又 は 全 社 
連 結 

経 常 収 益 

(1)外部顧客に対する経常収益 

(2)セグメント間の内部経常収益 

 

92,921 

2,566 

 

12,040 

165 

 

104,961 

2,731 

 

－ 

（2,731） 

 

104,961 

－ 

計 95,488 12,205 107,693 （2,731） 104,961 

経 常 費 用 81,098 12,388 93,487 （3,653） 89,834 

経常利益（△は経常損失） 14,389 △ 183 14,206 921 15,127 

（注）１.連結子会社の増加等により、その他業務における経常収益が全セグメントの経常収益の合計額

の 10％以上となったことから、中間連結財務諸表規則 14 条の規定にもとづき、当中間連結会

計期間から事業の種類別セグメント情報を記載しております。 

２.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

３.事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、｢その他業務｣は、証券業、

リース業、クレジットカード業等であります。 

 

前中間連結会計期間（自平成13 年 4 月 1 日 至平成13 年 9 月 30 日）及び 

前 連 結 会 計 年 度（自平成13 年 4 月 1 日 至平成14 年 3 月 31 日） 

連結会社は銀行業以外に一部で証券、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

メントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

 

 

３．海外経常収益 

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 

 

（単位：百万円） 
平成 14 年 9 月 30 日現在 

現金預け金勘定 300,045 

預け金（日銀預け金を除く） △ 23,359 

現金及び現金同等物 276,685 
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リース取引  
 

当中間連結会計期間 

自 平成 14 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス･リース取引 

（借手側） 

・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間連結会計期間末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス･リース取引 

（借手側） 

・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間連結会計期間末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス･リース取引 

（借手側） 

・リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び年

度末残高相当額 

   

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残

高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残

高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

によっております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料年度末残高が有形固定

資産の年度末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法によっております。 

・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

・未経過リース料年度末残高相当

額 

   

（注）未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残

高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

（注）未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料中間連結会計期間末残

高が有形固定資産の中間連結

会計期間末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

（注）未経過リース料年度末残高相

当額は、未経過リース料年度末

残高が有形固定資産の年度末

残高等に占めるその割合が低

いため、支払利子込み法によっ

ております。 

・支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料       25 百万円 

減価償却費相当額   25 百万円 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

・ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料       26 百万円 

減価償却費相当額   26 百万円 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

・ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料       52 百万円 

減価償却費相当額   52 百万円 

・ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

取得価額相当額 
動産 317 百万円 

その他 8 百万円 

合計 326 百万円 

減価償却累計額相当額 
動産 175 百万円 

その他 6 百万円 

合計 181 百万円 

中間連結会計期間末残高相当額 
動産 142 百万円 

その他 2 百万円 

合計 144 百万円 

取得価額相当額 
動産 321 百万円 

その他 8 百万円 

合計 330 百万円 

減価償却累計額相当額 
動産 194 百万円 

その他 7 百万円 

合計 201 百万円 

年度末残高相当額 
動産 126 百万円 

その他 1 百万円 

合計 128 百万円 

１年内 51 百万円 

１年超 93 百万円 

合計 144 百万円 

１年内 51 百万円 

１年超 77 百万円 

合計 128 百万円 

１年内 46 百万円 

１年超 56 百万円 

合計 103 百万円 

取得価額相当額 
動産 312 百万円 

その他 12 百万円 

合計 324 百万円 

減価償却累計額相当額 
動産 210 百万円 

その他 10 百万円 

合計 220 百万円 

中間連結会計期間末残高相当額 
動産 102 百万円 

その他 1 百万円 

合計 103 百万円 
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当中間連結会計期間 

自 平成 14 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 13 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 
（貸手側） 
・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期

間末残高 

（貸手側） 
・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期

間末残高 

（貸手側） 
・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び年度末残高 

   

・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 
・未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 
・未経過リース料年度末残高相当

額 
   

（注）未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料及び見積残存価額の合

計の中間連結会計期間末残高

が、営業債権の中間連結会計期

間末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法によっ

ております。 

（注）未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額は、未経過リ

ース料及び見積残存価額の合

計の中間連結会計期間末残高

が、営業債権の中間連結会計期

間末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法によっ

ております。 

（注）未経過リース料年度末残高相

当額は、未経過リース料及び見

積残存価額の合計の年度末残

高が、営業債権の年度末残高等

に占める割合が低いため、受取

利子込み法によっております。 

・受取リース料及び減価償却費 

受取リース料    6,801 百万円 

減価償却費      5,719 百万円 

・ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料    6,235 百万円 

減価償却費      5,251 百万円 

・ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料   12,753 百万円 

減価償却費     10,735 百万円 

２．オペレーティング・リース取引 
（借手側） 
・未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 
（借手側） 
・未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 
（借手側） 
・未経過リース料 

   

 
（貸手側） 
・未経過リース料 

 
（貸手側） 
・未経過リース料 

 
（貸手側） 
・未経過リース料 

   

 
 

生産、受注及び販売の状況  
 
｢生産、受注及び販売の状況｣は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりま

せん。 
 

１年内 －百万円 

１年超 －百万円 

合計 －百万円 

１年内 －百万円 

１年超 －百万円 

合計 －百万円 

１年内 －百万円 

１年超 －百万円 

合計 －百万円 

取得価額 
動産 62,921 百万円 

その他 4,869 百万円 

合計 67,790 百万円 

減価償却累計額 
動産 30,918 百万円 

その他 2,503 百万円 

合計 33,421 百万円 

中間連結会計期間末残高 
動産 32,003 百万円 

その他 2,366 百万円 

合計 34,369 百万円 

取得価額 
動産 65,689 百万円 

その他 5,042 百万円 

合計 70,732 百万円 

減価償却累計額 
動産 33,624 百万円 

その他 2,778 百万円 

合計 36,402 百万円 

年度末残高 
動産 32,065 百万円 

その他 2,264 百万円 

合計 34,329 百万円 

 

１年内 11,991 百万円 

１年超 27,565 百万円 

合計 39,556 百万円 

１年内 12,285 百万円 

１年超 27,342 百万円 

合計 39,628 百万円 

１年内 13,026 百万円 

１年超 29,329 百万円 

合計 42,356 百万円 

取得価額 
動産 71,777 百万円 

その他 5,085 百万円 

合計 76,862 百万円 

減価償却累計額 
動産 37,333 百万円 

その他 2,941 百万円 

合計 40,274 百万円 

中間連結会計期間末残高 
動産 34,444 百万円 

その他 2,144 百万円 

合計 36,588 百万円 

１年内 123 百万円 

１年超 12 百万円 

合計 135 百万円 

１年内 144 百万円 

１年超 15 百万円 

合計 159 百万円 

１年内 152 百万円 

１年超 16 百万円 

合計 168 百万円 
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有 価 証 券 関 係 
 

（注）1.中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金も含めて記載しております。 

2.｢子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの｣については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

Ⅰ当中間連結会計期間末 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 

(2) その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

平成 14 年 9 月 30 日現在 

  
期  別 

 

種  類 
取 得 原 価 

中間連結貸借
対照表計上額 

評 価 差 額 
う ち 益 う ち 損 

株 式 148,720 153,490 4,769 19,015 14,245 

債 券 711,587 719,064 7,476 7,613 137 

 国 債 275,409 276,465 1,056 1,130 73 

 地 方 債 76,823 79,020 2,197 2,197 － 

社 債 359,354 363,577 4,222 4,285 63 

そ の 他 295,082 291,405 △3,677 5,291 8,968 

合     計 1,155,390 1,163,959 8,568 31,920 23,351 

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。 

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について 3,092 百万円の減損処理

を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ 50％以上下

落したものは全て、30％以上 50％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであ

ります。 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
（単位：百万円） 

 平成 14 年 9 月 30 日現在 

そ の 他 有 価 証 券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,181 

 非 上 場 外 国 証 券 5,062 

私 募 社 債 7,027 

 

Ⅱ前中間連結会計期間末 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 

(2) その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 
  

期  別 

 
種  類 

取 得 原 価 
中間連結貸借

対照表計上額 
評 価 差 額 

う ち 益 う ち 損 

株 式 183,629 179,897 △ 3,732 26,643 30,375 

債 券 949,935 958,747 8,812 9,164 352 

 国 債 612,555 614,342 1,786 2,069 283 

 地 方 債 53,175 55,512 2,337 2,345 7 

社 債 284,204 288,893 4,688 4,749 61 

そ の 他 293,188 289,534 △ 3,654 4,035 7,689 

合     計 1,426,753 1,428,179 1,425 39,843 38,417 

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、前中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。 

２．前中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について 7,263 百万円の減損処理

を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ 50％以上下

落したものは全て、30％以上 50％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであ

ります。



株式会社 千 葉 銀 行  

 

 －20－

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

 平成 13 年 9 月 30 日現在 
そ の 他 有 価 証 券  
 非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,016 

 非 上 場 外 国 証 券 12,294 

私 募 社 債 6,125 

 

Ⅲ前連結会計年度末 

(1) 売買目的有価証券 （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 
期  別 

種  類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 
前 連 結 会 計 年 度 の 損 益 

に 含 ま れ た 評 価 差 額 

売買目的有価証券 230,095 90 

(2) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 

(3) その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 

  期  別 

種  類 取 得 原 価 
連結貸借対照
表 計 上 額 

評 価 差 額 
う ち 益 う ち 損 

株 式 152,832 161,450 8,618 20,589 11,970 

債 券 895,661 902,849 7,187 7,618 431 

 国 債 529,030 530,751 1,720 1,900 179 

 地 方 債 57,996 60,091 2,094 2,096 1 

社 債 308,634 312,006 3,372 3,621 249 

そ の 他 322,172 314,406 △7,766 2,422 10,188 

合     計 1,370,666 1,378,706 8,039 30,629 22,589 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもの

であります。 

２．前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について 33,155 百万円の減損処理を行

っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ 50％以上下落し

たものは全て、30％以上 50％未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものでありま

す。 

(4) 当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成13年 4 月1日 至平成14 年 3月31日） 

該当ありません。 

(5) 当該連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円） 

自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日 期  別 
種  類 売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額 

その他有価証券 179,673 3,874 214 

(6) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  （単位：百万円） 

 平成 14 年 3 月 31 日現在 
そ の 他 有 価 証 券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,191 
 非 上 場 外 国 証 券 12,226 

私 募 社 債 6,406 

(7) 保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。
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(8) その他有価証券のうち満期がある債券の償還予定額 
（単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 期  別 

種  類 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債 券 225,668 551,627 35,800 96,159 

 国 債 184,629 232,589 19,104 94,427 

 地 方 債 2,856 50,138 7,096 － 

社 債 38,182 268,899 9,599 1,732 

そ の 他 47,637 229,191 28,941 4,847 

合     計 273,306 780,818 64,741 101,007 

 

 

金 銭 の 信 託 関 係 
 

Ⅰ当中間連結会計期間末 

(1) 満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

(2) その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円） 
平成 14 年 9 月 30 日現在 

  
期  別 

 

種  類 
取 得 原 価 

中間連結貸借 

対照表計上額 
評 価 差 額 

う ち 益 う ち 損 

その他の金銭の信託 2,612 2,613 1 1 － 

（注）中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上した

ものであります。 

 

Ⅱ前中間連結会計期間末 

(1) 満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

(2) その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
該当ありません。 

 

Ⅲ前連結会計年度末 

(1) 運用目的の金銭の信託 （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 期  別 

種  類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 前 連 結 会 計 年 度 の 損 益 

に 含 ま れ た 評 価 差 額 
運 用 目 的 の 

金 銭 の 信 託 
9,534 11 

(2) 満期保有目的の金銭の信託 
該当ありません。 

(3) その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円） 
平成 14 年 3 月 31 日現在 

  期  別 

 
取 得 原 価 連結貸借対照表 

計 上 額 

評 価 差 額 
う ち 益 う ち 損 

その他の金銭の信託 4,149 4,149 0 0 － 

（注）連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであ

ります。 
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その他有価証券評価差額金 
 

Ⅰ当中間連結会計期間末 
 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 平成 14 年 9 月 30 日現在 

評 価 差 額 8,570 

 その他有価証券 8,568 

 その他の金銭の信託 1 

(△)繰延税金負債 3,589 

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 4,980 

(△)少数株主持分相当額 57 

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 
34 

    その他有価証券評価差額金 4,956 

 

Ⅱ前中間連結会計期間末 
 

中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 平成 13 年 9 月 30 日現在 

    評 価 差 額（その他有価証券） 1,425 

(△)繰延税金負債 610 

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 815 

(△)少数株主持分相当額 △ 22 

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 
221 

    その他有価証券評価差額金 1,059 

 
Ⅲ前連結会計年度末 
 
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 平成 14 年 3 月 31 日現在 

評 価 差 額 8,039 

 その他有価証券 8,039 

 その他の金銭の信託 0 

(△)繰延税金負債 3,327 

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 4,711 

(△)少数株主持分相当額 △5 

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 
164 

    その他有価証券評価差額金 4,882 
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デリバティブ取引関係 
 
Ⅰ 当中間連結会計期間末 
(1) 金利関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

金 利 先 物 － － － 取
引
所 金 利 オ プ シ ョ ン － － － 
金 利 先 渡 契 約 － － － 
金 利 ス ワ ッ プ 380,137   291   291 

金 利 オ プ シ ョ ン － － － 

店    

頭 

そ  の  他 29,330 2 2 

合      計  294 294 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

(2) 通貨関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

通 貨 ス ワ ッ プ 64,409   32  32 
為 替 予 約 － － － 
通 貨 オ プ シ ョ ン － － － 

店  

頭 

そ  の  他 － － － 
（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しておりま

す。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 2.の取引は、上記

記載から除いております。 

2.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する経過措置に基づき、期間損益

計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。 

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 
（単位：百万円） 

平成 14 年 9 月 30 日現在 
種     類 

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 
 

通 貨 ス ワ ッ プ 18,162 △  270 △  270 

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを

行い、その損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付さ
れたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は

当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 
 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 平成 14 年 9 月 30 日現在 

 
区
分 

種     類 
契 約 額 等 

 通 貨 先 物 － 
 

取
引
所 通 貨 オ プ シ ョ ン － 

 為 替 予 約 4,246 

 通 貨 オ プ シ ョ ン  16,704 

 

店  

頭 そ  の  他 － 
(3) 株式関連取引 
該当ありません。 

(4) 債券関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

債 券 先 物 2,228 － － 取
引
所 債券先物オプション － － － 
債券店頭オプション － － － 店 

頭 そ  の  他 － － － 
合      計  － － 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。
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(5) 商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 

 

Ⅱ 前中間連結会計期間末 
(1) 金利関連取引 （単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 
区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

金 利 先 物 99 △  0 △  0 取
引
所 金 利 オ プ シ ョ ン － － － 
金 利 先 渡 契 約 － － － 
金 利 ス ワ ッ プ 316,974 △  0 △  0 

金 利 オ プ シ ョ ン － － － 

店    

頭 

そ  の  他 23,680 △  10 △  10 

合      計  △  10 △  10 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

(2) 通貨関連取引 （単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

通 貨 ス ワ ッ プ 21,147   10   10 

為 替 予 約 － － － 
通 貨 オ プ シ ョ ン － － － 

店  

頭 

そ  の  他 － － － 
（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しておりま

す。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 2.の取引は、上記
記載から除いております。 

2. 「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）に基づき、期間損益計算を行って

いる通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。 

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 
（単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 
種     類 

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 
 

通 貨 ス ワ ッ プ 48,295 151 151 

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直しを

行い、その損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付さ
れたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの又は

当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 平成 13 年 9 月 30 日現在 

 
区
分 

種     類 
契 約 額 等 

 通 貨 先 物 － 
 

取
引
所 通 貨 オ プ シ ョ ン － 

 為 替 予 約  3,782 

 通 貨 オ プ シ ョ ン  16,154 

 

店  

頭 そ  の  他 － 
 

(3) 株式関連取引 （単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

株式指数先物 615 △  6 △  6 取
引
所 株式指数オプション － － － 
有価証券店頭オプション － － － 
有価証券店頭指数等スワップ － － － 

店 

頭 

そ  の  他 － － － 
合      計  △  6 △  6 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 
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(4) 債券関連取引 （単位：百万円） 

平成 13 年 9 月 30 日現在 区
分 

種     類 
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

債 券 先 物 4,464 4 4 取
引
所 債券先物オプション － － － 
債券店頭オプション － － － 店 

頭 そ  の  他 － － － 
合      計  4 4 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 

(5) 商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 

 
Ⅲ 前連結会計年度末 
取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 
 区 

分 

種     類 契 約 額 等 うち 1 年超 時   価 評 価 損 益 

売  建 99 － △ 0 △ 0 金   利    
先   物 買  建 － － － － 

売  建 － － － － 

取 

引 

所 

金   利    
オプション 買  建 － － － － 

売  建 － － － － 金 利 先 
渡 契 約 買  建 － － － － 

受取固定･ 
支払変動 

168,643 137,443 3,460 3,460 

受取変動･ 
支払固定 

163,462 131,129 △ 3,286 △ 3,286 
金   利    
スワップ 

受取変動･ 
支払変動 

1,049 1,049 △ 9 △ 9 

売  建 － － － － 金   利    
オプション 買  建 － － － － 

売  建 17,350 17,350 △ 21 △ 21 

店          

頭 

そ  の  他 
買  建 9,600 9,100 10 10 

合      計   153 153 

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

2.時価の算定 

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店

頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 

(2) 通貨関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 

 
区 

分 

種     類 
契 約 額 等 

うち 1 年超 
時   価 評 価 損 益 

通 貨 ス ワ ッ プ  47,766  29,497 16 16 

売  建 － － － － 為   替    

予   約 買  建 － － － － 
売  建 － － － － 通   貨    

オプション 買  建 － － － － 
売  建 － － － － 

店    

頭 

そ  の  他 
買  建 － － － － 

合      計   16 16 

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 3.の取引は、上記記載から除

いております。 
2.時価の算定 

割引現在価値等により算定しております。 

3.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワ

ップ取引については、上記記載か ら除いております。 
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 期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 
（単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 
種     類 

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

 

通 貨 ス ワ ッ プ 16,876 △ 40 △ 40 

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、

その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので
当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨建債権

債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 平成 14 年 3 月 31 日現在 

 

区 

分 

種     類 
契 約 額 等 

 売  建 － 
 

通   貨    
先   物 買  建 － 

 売  建 － 
 

取 

引 

所 

通   貨    

オプション 買  建 － 
 売  建  3,688 
 

為   替    

予   約 買  建  4,246 

 売  建  27,226 

 

通   貨    
オプション 買  建  27,009 

 売  建 － 
 

店     

頭 

そ  の  他 
買  建 － 

(3) 株式関連取引 
該当ありません。 

(4) 債券関連取引 （単位：百万円） 

平成 14 年 3 月 31 日現在 

 
区 

分 

種     類 
契 約 額 等 うち 1 年超 時   価 評 価 損 益 

売  建  2,891 － △ 5 △ 5 債   券    

先   物 買  建  3,827 － 35 35 

売  建 － － － － 

取 

引 

所 

債券先物    
オプション 買  建 － － － － 

売  建 － － － － 債券店頭    

オプション 買  建 － － － － 
売  建 － － － － 

店    

頭 そ  の  他 買  建 － － － － 
合      計   29 29 

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。 
2.時価の算定 

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 
店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。 

(5) 商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引 
該当ありません。 

 

 


